様式第１－１号
　年（　　　年）　　月　　日
豊中市長あて
	事業者名（法人名）

	

	事業所住所

	

	代表者名

	



豊中市商品高付加価値化応援金交付申込書

豊中市商品高付加価値化応援金の交付を受けたいので，豊中市商品高付加価値化応援金交付要綱第7条の規定に基づき，関係書類を添えて申込みます。

　記
１．申込者情報
	（1）事業者名（法人名）
	

	（2）事業所住所
	(〒　　　　　)

	（3）代表者名（フリガナ）
	　　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　　　）

	（4）代表者生年月日
	

	（5）代表者住所
	

	（6）担当者名（フリガナ）
	　　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　　　）

	（7）担当者連絡先
	Tel:
E-mail:



２．申込内容
	（1）事業の名称
	

	（2）応援金対象経費
	金　　　　　　　　　円

	（3）応援金交付申込額
	金　　　　　　　　　円

	（4）事業の内容
	別紙、商品高付加価値化計画及び予算書のとおり

	（5）昨年度の商品高付加価値化応援金の利用について

	□利用した　　　□利用していない
利用した場合は下記に実施内容を記入ください
(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)



様式第１－２号
豊中市商品高付加価値化応援金【商品高付加価値化計画書】
1．既存事業の概要
	（1）業種
	

	（2）事業所概要
※現在どのような商品・サービスを提供しているか、対象顧客について等、事業概要を記入してください。
	




	（3）現状の課題
※現在抱えている経営課題を記入してください。

	



2．補助事業の概要
	[bookmark: _Hlk193640117]（1）商品高付加価値化に取り組む商品・サービスの名称及び概要

	【名称】
【概要】（どのような商品・サービスか具体的に記入してください）



	（2）商品高付加価値化の取組内容
（補助事業の取組内容について該当するものにチェックをしてください。）

	□動画制作　　　□ロゴデザイン　　□イメージキャラクターデザイン　□パッケージデザイン
□ネーミング、キャッチコピー制作　□商標登録　　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

	（3）商品高付加価値化に取組む具体的な内容

	①訴求したい顧客層

	

	②訴求したい顧客層を踏まえた高付加価値化のコンセプト

	




	③①及び②を踏まえて取り組む内容や期間、活用する予定の発信媒体等

	






	（4）制作する動画の要件確認　※取組内容が動画制作の場合のみ記入してください
（制作する動画について、該当するものにチェックをしてください。）

	全て必須
	□制作した動画は自社ホームページに掲載する。
□市ホームページにて補助金活用事例として動画を掲載したサイトのリンク等を公開することに同意する。
□一つの動画で内容が完結するものとする。

	（5）商品高付加価値化により見込む効果
（今後どのような効果が現れて、それをどのように生かしていくかを記入してください。）

	






	（6）補助事業実施後の数値目標
（売上高・顧客数・販売数等について現状・目標数値を記入してください。）

	【現状】

	



	【目標】

	







様式第１－３号
豊中市商品高付加価値化応援金　予算書

	事業者名（法人名）
	






【支出内訳】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　   （単位：円）
	[bookmark: _Hlk193641332]区分
	対象費目（※）
	予算額（税抜）
	内容・必要理由

	
	「謝金」or「外注費」
	
	

	応援金対象経費
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	[bookmark: _Hlk193638751]上記対象経費のうち
動画制作にかかる経費の合計
	
	

	応援金計算額①
	
	経費の合計×補助率2分の1（上限10万円）

	上記対象経費のうち
動画制作以外の経費の合計
	
	

	応援金計算額②
	
	経費の合計×補助率3分の2


消費税及び地方消費税に係る仕入税額控除が認められている補助事業者は、消費税等仕入控除税額を減額してください。
（※）対象費目：「謝金」「外注費」に分類して具体的に記入してください。
　　　（単位：円）　
	応援金交付申込額（1,000円未満切捨）
	金　　　　　　　　　　　円


応援金交付申込額は、応援金計算額①と応援金計算額②を合算した額を記載（上限20万円）。
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様式第１－５号

消費税等仕入税額控除確認書

　　　年（　　　　年）　　月　　日

豊中市長　宛
	事業者住所
	

	　　　事業者名
	




該当する□にチェックを入れてください。
☐（１） 以下の理由により、消費税額及び地方消費税額の仕入税額控除を行いませんので、消費税額を補助対象額に含めて申込します。
（以下（i）~(iv)のうち該当するものにチェックしてください）
☐ (i)  消費税法における納税義務者でない。
☐ (ii) 消費税の免税事業者であり、かつ課税事業者を選択していない。
☐ (iii) 簡易課税事業者である。
☐ (iv) (i)~(iii)に該当しないが助成対象費用に係る消費税については、控除対象仕入税額に算入しない。
なお、当該事業に係る消費税の一部又は全てについて、控除を受けること又は受けたことが発覚した場合は、速やかに報告し、消費税に係る補助金相当額を返還します。
また、市長から消費税に係る報告を求められた場合は、速やかに報告をします。

☐（２）消費税額及び地方消費税額の仕入税額控除を行う予定なので、
 消費税額を補助対象額に含めずに申込します。

